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放課後児童クラブにおける育成支援の質
―OJTや SACERSの相互関係と育成支援の質の関連―

菅 原 航 平

Quality of support in after school care

Kohei SUGAHARA

【要 旨】
放課後児童クラブでの育成支援の質の向上の必要性については様々に指摘されている

が、育成支援の質の明確な定義や標準的な測定方法は示されていない。育成支援の質の測
定はOJTなどの取り組みの効果測定としても重要であると考えられる。そこで、本報告
では、SACERS の相互関係の項目などを活用しながら育成支援の質に影響を与える要因
や育成支援の質の測定について検討するため、佐賀県の放課後児童支援員等に対して質問
紙調査を行い１２７名の協力を得た。結果より、支援者１人当たりの児童数などは相互作用
や質の主観的評価に影響を与えることが明らかとなった。また、相互作用の項目と質の主
観的評価には相関がみられ、主観的な質評価も簡易的な質の評価方法としては活用の可能
性があると考えられた。
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１．はじめに

厚生労働省は「新・放課後子ども総合プラン」
において、放課後児童クラブにおける待機児童
の解消を目指し、その後の女性就業率の更なる
上昇に対応できるよう整備を行い、２０１９年度か
ら２０２３年度までの５年間で約３０万人分の定員の
整備を図ることを目標として掲げている。この
ように量的拡充は急速に進められているが、質
の保証という面では大きな課題も抱えている。
約半数の放課後児童支援員は、放課後児童支援

員認定資格研修での２４時間という限られた時間
の研修受講に留まり、児童福祉などに関する専
門的な教育を受けていないまま育成支援にあ
たっている。
このため、育成支援の質の向上には、入職後

の職場（放課後児童クラブ）での継続的な研修
が極めて重要であり、クラブ内でのOJTを充
実させる必要がある。OJT（On-the-Job Train-
ing）は、職場で実務の中で行う、職員に対す
る教育訓練のことを指す。平成２７年３月に放課
後児童クラブの基準に関する専門委員会で提出
された、放課後児童クラブに従事する者の研修
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体系の整理１）でも、OJTと OFF-JT を効果的
に組み合わせられるよう教育訓練の工夫を行う
必要性が指摘されている。実際に「令和元年放
課後児童健全育成事業の実施状況」２）では、「職
場内での教育訓練（OJT）を実施している」と
回答しているクラブが全体の７９．４％となってい
る。
しかし、筆者の２０１９年に行った調査３）では、

運営主体の研修への取り組みについて、支援員
等の約４分の１が、運営主体は研修に取り組ん
でいないと感じていた。また、放課後児童クラ
ブは、それぞれのクラブは規模が小さいことが
多く、必ずしも指導的な立場の支援員が配置さ
れているわけではないので、知識・技術や経験
が少ない支援員等がクラブ内で指導を受けると
いうことは難しい場合も多く、支援員等が日々
のミーティングや事例検討などを活用しなが
ら、職員集団として学び合っていくことが重要
であると考えられる。
放課後児童クラブ運営指針４）においても、５

章の５．⑴育成支援に含まれる業務内容に「○
日々の子どもの状況や育成支援の内容を記録す
る。」「○職場内で情報を共有し事例検討を行っ
て、育成支援の内容の充実、改善に努める。」
など、記録の作成や事例検討を行うように記載
されている。しかし、「令和元年放課後児童健
全育成事業の実施状況」２）において、育成支援
の記録の状況について、育成支援の内容を記録
していると回答しているのは、全体の８６．８％の
クラブに留まっており、１割強のクラブは日々
の育成支援の内容の記録が存在しない状況にあ
る。また、情報共有や事例検討などを行うため
の職員会議についても、筆者の調査３）では、
１１．３％の支援員が平均１日おおよそ１０分未満と
回答しており、取り組みは十分とはいえないク
ラブも多く存在する。
保育などの育成支援の関連分野においては、

会議や記録作成、研修、環境整備などの子ども
と直接関わらない「ノンコンタクトタイム」と
いわれるような時間の確保が保育の質向上のた
めには重要であるとの指摘もあり、質の確保に
は直接的な子どもとの関わり以外の面にも目を

向ける必要がある。例えば、みずほ情報総研株
式会社が行った「放課後児童クラブの育成支援
の質の向上に関する調査研究」５）においても、
質向上のための実践例として「育成日誌、保育
記録による支援の記録と、毎日開催する会議で
の情報共有」、「子どもの様子で気になることを
放課後児童支援員等全員で共有し、育成支援の
あり方を協議」などがあげられている。
これらOJTの必要性やその充実による育成

支援の質の向上、職員の資質向上の重要性につ
いての指摘はあるが、育成支援の質の定義やそ
の測定については、国内で標準とされるような
ものはまだ存在しない。
例えば保育の質の測定としては、近年

ECERS６）など、評価尺度を用いた評価につい
ても注目されている。高辻（２０１６）７）は、あら
かじめ項目を定め構造化されたチェックリスト
や評定尺度をもとに行う方法であり、系統的・
網羅的に保育の全体的な成果や達成状況、不十
分な点などの検証に適したアプローチだと述べ
ている。しかし、評価尺度を用いた評価は、欧
米では一般的な方法であるが、わが国ではまだ
保育者にとって馴染みは薄く、理解度が高いと
はいえない。保育評価尺度で、代表的なもの
は、ECERS６）であり、アメリカでテルマ・
ハームス博士らにより１９８０年に開発された、３
歳以上の集団保育の質を測定する尺度である。
第３版は英語版が２０１５年に刊行され、２０１６年に
埋橋らにより邦訳された。ECERS は、学術調
査、自己評価、監査あるいは査察ツールとして
信頼性が極めて高く、現在ヨーロッパ、アジ
ア、南米２０か国以上で使用されている。海外の
研究では、この尺度得点と主体性、協調性の相
関が認められており、国内の研究でも、発達検
査の得点と相関が認められている８）。
この ECERS の放課後児童クラブ版が SAC-

ERS９）である。SACERS は個別的な物的環境
あるいは保育者からの関わりに注目し、その内
容を高めていくことで、子どもの経験を豊かに
するというアプローチであり、児童期の集団保
育の総合的な質を測定する。具体的には、３時
間程度の保育観察により、７つのサブスケール
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に分類された４７の項目につき、各項目に含まれ
る１０前後の指標に基づいて７段階で評定を行
い、指標となる質問ひとつひとつ「はい」また
は「いいえ」のいずれかに判定し、手続きに従っ
て１点から７点までで評点を得ることで、保育
評価や改善に活用する。各分野の得点や総合的
な得点は、支援者の研修の程度や支援者１人あ
たりの子どもの人数などと中程度の相関が認め
られている。
このような尺度についての研究の他にも、現

在日本では放課後児童クラブにおける自己評価
や第三者評価についての研究も進められてい
る１０，１１）。実施状況としては、運営に関する自己
評価が５４．３％、第三者評価が２９．５％２）となって
いる。また、子どもの育ちを測定することに
よって育成支援の質を検討しようとする場合も
ある。
本研究では、育成支援の質の定義として

SACERS における評価項目である「空間と家
具（室内の広さや必要な家具、設備の設置な
ど）、健康と安全（衛生管理や安全管理（行き
帰りも含め）など）、活動（製作活動や遊び、
科学的な活動など）、相互関係（支援員、子供、
保護者、学校の関係性など）、育成支援計画（日
課や地域と連携など）、研修（職員会議、研修、
スーパービジョン）、特別支援（個別対応など）
からなる総合的なもの」と仮に定義した。
これらを踏まえ本報告では、子どもと直接関

わらない時間（環境整備や職員会議、記録の作
成など）が育成支援の質に与える影響や、特に
質の中でも相互作用の面に注目して調査を試
み、今後の研究のための基礎資料とすることを
目的とした。

２．方法

２０２１年１０月に佐賀県で筆者らが実施した研修
（佐賀県放課後児童支援員認定資格研修）にお
いて、参加者１３８名（５会場）に対して、子ど
もがいない時間の勤務時間、職員会議の時間、
環境整備の時間、育成支援の質、相互作用の質
などについて質問紙調査を行った。

質問紙については、クラブ（支援単位）の登
録児童数や職員数、職員会議や環境整備の時
間、SACERS【新・保育環境評価スケール④】９）

のサブスケール「相互関係」のとてもよい⑺の
基準に該当する２０項目について「とても当ては
まる」から「とても当てはまらない」までの５
件法での評価等で構成した。
調査は無記名として、調査対象者に対して調

査趣旨、結果データの使用範囲等の説明を行
い、調査への協力について書面による同意を得
た。対象者の内、自身の回答を研究に用いるこ
とを許可し、書面による同意を示した者は協力
を依頼した対象者のうち１２７名（協力率９０．０％）
であった。
分析においては、相関係数はピアソンの相関

係数を用いた。

３．結果

⑴ クラブ（支援単位）の児童数や支援員数に
ついて

クラブの児童数は平均５７．１（±３８．５）名であ
り、支援員等の人数は平均５．１（±２．４）名であっ
た。支援員あたりの平均児童数は１１．１名であっ
た。

⑵ 子どもと直接関わらない勤務時間やその時
間での業務内容

１日の子どもと関わらない勤務時間の平均は
６０．５（±４２．３）分で、うち環境整備（掃除や整
理整頓、安全確認、製作など）を行う時間は平
均３４．９（±２３．５）分、職員会議（クラブの運営
や支援についての情報共有や話し合い）を行う
時間は平均１６．５（±１４．０）分、保護者や学校、
地域との連携（学校や保護者との連絡会議、連
絡帳記入、おたより作成など）を行う時間は平
均１１．４（±１６．２）分となっていた。
また、記録（支援記録・業務日誌）作成時間

は平均１３．９（±１５．９）分であり、記録の作成者
は「リーダーが作成する」１６％、「当番の支援
員が作成する」５８％、「全員が作成する」２６％
となっていた。
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⑶ 職場のクラブの育成支援の質について
「あなたの勤務するクラブは質の高い育成支

援を行っていると思いますか」という設問（あ
わせて、本研究での質の定義「空間と家具（室
内の広さや必要な家具、設備の設置など）、健
康と安全（衛生管理や安全管理（行き帰りも含
め）など）、活動（製作活動や遊び、科学的な
活動など）、相互関係（支援員、子供、保護者、
学校の関係性など）、育成支援計画（日課や地
域と連携など）、研修（職員会議、研修、スー
パービジョン）、特別支援（個別対応など）か
らなる総合的なもの」として評価するように示
した。）に対して「とても質が高い」と回答し
た者が全体の４％、「やや質が高い」３１％、「ど
ちらともいえない」３８％、「やや質が低い」２２％、
「とても質が低い」４％の割合で回答していた。

⑷ 研修時間について
「クラブ内（地域・運営主体単位を含む）で

の職員研修を行うことができる時間は、１か月
に何分程度ありますか」という質問に対する回
答は平均４２．９（±７３．１）分となっていた。また、
全体の５９％が０分と回答していた。

⑸ 相互関係の項目について
表１に相互関係の項目についての評価につい

ての結果を示した。
結果、「定期的に保護者懇談会がある」「保護

者が意思決定に加わる」という２項目が「当て
はまらない」という回答が多く、「少なくとも
２週間に１回、担当が同じ支援員がプランニン
グの時間をもつ」、「必要に応じて、個別の子ど
もの育成支援計画が作られる」という２項目が
「やや当てはまらない」という回答が多く、「支
援員は、スポーツや、そのほかおとなからの指
導必要とする活動に、専門的に対応する」、「支
援員は、子どもの行動上の問題を解決するの
に、専門家から助言を得る」、「子どもは、よい
対人関係問題の解決スキルや他者に対する肯定
的なふるまいを見せる」、「親業、健康情報、ス
ポーツ、家族向けの文化的活動など、いろいろ
な情報が知らされる」、「支援員のやりとりを肯

定的なものにする体制がある」、「２週間に１
回、一般的な学業、子どもに影響を与えるよう
なクラスの状況について打ち合わせがある」と
いう６項目で「どちらともいえない」という回
答が多くなっていた。

⑹ 相互関係の総合得点について
「当てはまらない」を１点、「当てはまる」

を５点としたとき（２０点から１００点の範囲）、平
均点は６３．７（±１１．５）点であった。
また、２名以上の協力のあった市町村での得

点の平均を比較すると、５７点から７５点まで最大
で１８点の差がみられた。

⑺ 質の評価や相互関係の総合得点の関連につ
いて

まず、育成支援の質の５段階での主観的評価
と相互関係の総合得点は r＝．６１と相関がみら
れた。
また、相互関係の総合得点と支援員１人あた

りの子どもの数で弱い相関（r＝－．２３）がみら
れた。特に、支援員１人当あたり子どもの数が
１２人を超えると r＝－．３７と相互関係の総合得
点の低下が顕著となった。
主観的な質の評価と相互関係の各項目の関連

では、相関係数が．４０以上だった項目は「支援
員と子どもが、お互いに尊重しあっている」（r
＝．４８）、「支援員は、スポーツや、そのほかお
となからの指導必要とする活動に、専門的に対
応する」（r＝．４８）、「子どもは、よい対人関係
問題の解決スキルや他者に対する肯定的なふる
まいを見せる」（r＝．５０）、「親業、健康情報、
スポーツ、家族向けの文化的活動など、いろい
ろな情報が知らされる。」（r＝．４３）となってい
た。

４．考察

⑴ 子どもと直接関わらない業務について
１日の子どもと直接関わらない業務時間の平

均は約６０分で、うち環境整備が約３４分と最も時
間がとられていた。ただし、これの結果はコロ
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ナ禍での調査の結果であり、コロナ禍以前はほ
とんどなかった消毒作業などに多くの時間を掛
けているため環境整備の時間が増えている可能

性が高いことことを考慮する必要があると考え
られる。同様に約５９％の支援者員等が１か月間
の研修時間を０分と回答していたが、これも同

当て
はまる

やや当て
はまる

どちらとも
いえない

やや当て
はまらない

当て
はまらない 中央値 ４分位

偏差
ａ子どもは帰宅時に助けてもらえる ３３％ ５０％ １４％ ３％ １％ ４ ０．５

ｂ支援員は来所時や帰宅時に、保護者
等にあたたかく接し、子どもについて
の情報交換を行う

４３％ ４６％ ７％ ２％ ３％ ４ ０．５

ｃ支援員は子どもの自律的な行動を支
持する ２５％ ５４％ １７％ ４％ ０％ ４ ０．３

ｄ支援員と子どもが、お互いに尊重し
あっている １３％ ４１％ ４１％ ４％ ２％ ４ ０．５

ｅ支援員は１人ひとりの子どもと話が
できるように努力している ２４％ ４４％ ２１％ ９％ ２％ ４ ０．５

ｆ支援員は、子どもが口にした考えを
広げたり深めたりする １４％ ４８％ ２８％ ７％ ３％ ４ ０．５

ｇ支援員は、子どもに遊びについての
アイディアを話し、活動の内容を高め
られるよう助ける

１７％ ４２％ ３１％ ６％ ３％ ４ ０．５

ｈ支援員は、スポーツや、そのほかお
となからの指導必要とする活動に、専
門的に対応する

９％ １６％ ３８％ ２２％ １６％ ３ ０．６

ｉ支援員は、子どもの行動上の問題を
解決するのに、専門家から助言を得る ８％ １７％ ３１％ １９％ ２５％ ３ ０．９

ｊ子どもの行動上の問題は、保育者と
協議して解決を探る １５％ ４７％ ２２％ ８％ ９％ ４ ０．５

ｋ子どもは、よい対人関係問題の解決
スキルや他者に対する肯定的なふるま
いを見せる

１％ ３９％ ５０％ ８％ ３％ ３ ０．５

ｌ支援員は、聞き手に徹し、子どもの
問題解決スキルを広げる ７％ ６１％ ２５％ ６％ １％ ４ ０．５

ｍ親業、健康情報、スポーツ、家族向
けの文化的活動など、いろいろな情報
が知らされる

１０％ ２０％ ４１％ １７％ １２％ ３ １．０

ｎ定期的に保護者懇談会がある ３％ ８％ ２０％ １８％ ５２％ １ １．０

ｏ保護者が意思決定に加わる ２％ ８％ ２７％ １２％ ５１％ １ １．０
ｐ少なくとも２週間に１回、担当が同
じ支援員がプランニングの時間をもつ ７％ １２％ ２３％ １２％ ４５％ ２ １．０

ｑそれぞれの支援員の責任の範囲が明
確である ９％ ４４％ ２４％ ９％ １５％ ４ ０．５

ｒ支援員のやりとりを肯定的なものに
する体制がある ９％ ２６％ ３５％ １２％ １９％ ３ １．０

ｓ２週間に１回、一般的な学業、子ど
もに影響を与えるようなクラスの状況
について打ち合わせがある

８％ １６％ ２７％ １２％ ３７％ ３ １．０

ｔ必要に応じて、個別の子どもの育成
支援計画が作られる ４％ １８％ ２７％ １７％ ３５％ ２ １．０

表１ 相互関係についての評価
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様にコロナ禍のため研修が中止されていること
を考慮して結果を解釈する必要があると考えら
れる。その他、職員会議が約１６分、学校や保護
者との連携が約１１分となっており、合計すると
約６１分となり、子どものいない勤務時間とほぼ
重なるため妥当な回答と考えられる。これらに
ついても、コロナ禍で環境整備が長くなった影
響で、会議時間等が短縮している可能性など念
頭におく必要もあると考えられる。

⑵ 相互関係の項目について
まず、「定期的に保護者懇談会がある」、「保

護者が意思決定に加わる」という項目が「当て
はまらない」という回答が多く、佐賀県では保
護者の放課後児童クラブへの参画が少ないこと
がうかがえる。保護者の関与を強めることは質
の向上や保証にとっても重要な課題だと考えら
れる。また、「少なくとも２週間に１回、担当
が同じ支援員がプランニングの時間をもつ」、
「必要に応じて、個別の子どもの育成支援計画
が作られる」という項目が「やや当てはまらな
い」という回答が多くクラブ全体及び個別的な
育成支援を計画的に実施することができていな
い実態もうかがえる。育成計画作成は、育成支
援の質向上のための PDCAサイクルには必ず
必要なものであり、計画的な育成支援というこ
とは全国的な課題であると考えられる。くわえ
て、「支援員は、スポーツや、そのほかおとな
からの指導必要とする活動に、専門的に対応す
る」、「支援員は、子どもの行動上の問題を解決
するのに、専門家から助言を得る」といった専
門家との連携や「親業、健康情報、スポーツ、
家族向けの文化的活動など、いろいろな情報が
知らされる」といった保護者への情報発信、「２
週間に１回、一般的な学業、子どもに影響を与
えるようなクラスの状況について打ち合わせが
ある」というような職員会議についての項目も
「どちらともいえない」との評価が多く十分と
はいえないクラブが多いようであった。

⑶ 質の評価や相互評価の総合得点の関連につ
いて

育成支援の質の５段階での主観的評価と相互
関係の総合得点は r＝．６１と相関がみられたこ
とや、支援員１人当たりの児童数との関連か
ら、主観的な質の評価も育成支援の質の評価と
してある程度の妥当性・信頼性が確保されてい
ると考えられるが、強い相関でないため、育成
支援の質の測定方法としては主観的な評価のみ
では十分ではない可能性が高いと考えられる。
また、相互関係の総合得点や質の主観的評価

と支援員１人当たりの児童の人数に相関がみら
れ、支援員１人当たりの児童の人数が多いほど
その傾向は強くなることから、支援の質や相互
関係の充実には支援員１人当たりの児童数はこ
れまで指摘されているように重要な要因である
と考えられる。
筆者の以前の調査１２）では、職員会議の時間と

育成支援の質の主観的評価などに相関がみられ
たが、今回は相互関係の総合得点などと子ども
と関わらない勤務時間などとの相関はみられな
かった。この点については、さらに対象者数を
増やすことやコロナ禍後に調査を行うなどして
検討を行う必要があると考えられる。
育成支援の質の主観的評価と相互関係の各項

目で相関が強かった項目は、「支援員と子ども
が、お互いに尊重しあっている」、「子どもは、
よい対人関係問題の解決スキルや他者に対する
肯定的なふるまいを見せる」など子どもが落ち
着き肯定的な姿を多く見せている場合に支援者
は育成支援の質が高いと評価し、逆に子どもが
落ち着かない姿を多く見せている場合に支援の
質が低いと捉える可能性が示唆される。このよ
うな子どもの姿からの質評価もさらに検討する
必要がある。
その他、クラブの設置されている市町によっ

て大きく相互関係の得点などに差があることか
ら過去の研究１２）と同様に市町村や運営主体の取
り組みが各クラブの育成支援の質に影響を与え
ている側面も大きいと考えられる。
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⑷ 今後の課題
今回はコロナ禍での調査であったため、コロ

ナ以前や今後の育成支援の状況を反映している
結果となっているのかについてさらに調査を重
ねていく必要があると考えられる。
また、今回の調査では育成支援の質や相互関

係に影響を与えている要因については、支援者
１人当たりの児童数以外には明らかとならな
かったため、さらに育成支援の質に影響を与え
る可能性のある要因について広く測定する必要
があると考えられた。例えば、自己評価を実施
する際の項目（要因）等や SACERS の他のサ
ブスケールに関する項目を加えていくことなど
が考えられる。現状の質問項目についても例え
ば、連携については多くの支援者が保護者との
連携についての回答しているようであり学校と
の連携は含まれないようである。このことから
保護者との連携と学校との連携に分けて回答を
求めることがより正確な調査結果につながると
考えられる。くわえて、各項目の測定精度につ
いてもさらに高めることができるように質問紙
の文言の検討などを進める必要がある。
さらに、相互関係の項目については、主観的

な質の評価と一定程度の相関が認められ育成支
援の質の評価方法として研修効果の測定などに
有効に活用できる可能性があるが、今後相互関
係以外の SACERS の項目についても関連を検
討する必要性や、７（とてもよい）の項目への
該当の程度を５件法で評価するという今回の質
問方法が適当であるのか通常の実施方法での
SACERS での評価との関連などを検討してい
く必要があると考えられる。
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